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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
平成25年３月28日に提出した第14期（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

③　その他

７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

１．財政状態の分析

第４　提出会社の状況

１　株式等の状況

(2）新株予約権等の状況

(7）大株主の状況

６　コーポレート・ガバナンスの状況等

(1）コーポレートガバナンスの状況

④　役員の報酬等

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項　

（ストック・オプション等関係）

　

　

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。
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第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

４【事業等のリスク】

③その他

（訂正前）

＜前略＞

（ｂ）ストックオプションによる株式価値の希薄化について

　当社はストックオプション制度を採用しております。同制度により発行された新株予約権による潜在株式数は平成24年

12月31日現在で合計4,350株となり、発行済株式数及び新株予約権による潜在株式数の合計の3.9％を占めております。こ

れらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また、今後

も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくことを検討しております。従いまし

て、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社グループの１株当たりの株式価値は希薄化する可能性が

あります。

当該制度の内容は次のとおりであります。　

項目 新株予約権② 新株予約権③ 新株予約権④

定時株主総会決議 平成16年３月30日 平成17年３月30日 平成18年３月30日

新株予約権の数(注)１ 60個 120個 378個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　1,200株 普通株式　600株 普通株式　378株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
10,000円 20,000円 779,196円

行使請求期間
平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使し

ようとする本新株予約権又は権利

者について新株予約権の要項に定

める消却事由が発生していないこ

とを条件とし、消却事由が生じた

新株予約権の行使は認められない

ものとする。ただし、取締役会が

特例として承認した場合はこの限

りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引

所に上場又は日本証券業協会に店

頭登録された場合に限り、新株予

約権を行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人が新株予約権を相

続するものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使し

ようとする本新株予約権又は権利

者について新株予約権の要項に定

める消却事由が発生していないこ

とを条件とし、消却事由が生じた

新株予約権の行使は認められない

ものとする。ただし、取締役会が

特例として承認した場合はこの限

りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引

所に上場された場合に限り、新株

予約権を行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人が新株予約権を相

続するものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。
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項目 新株予約権⑤ 新株予約権⑥ 新株予約権⑦

定時株主総会決議 平成19年３月29日 平成20年３月28日 平成21年３月27日

新株予約権の数(注)１ 204個 260個 355個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　204株 普通株式　260株 普通株式　355株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
184,000円 109,027円 135,520円

行使請求期間
平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

項目 新株予約権⑧ 新株予約権⑨ 新株予約権⑩

定時株主総会決議 平成22年３月30日 平成23年３月29日 平成24年３月28日

新株予約権の数(注)１ 413個 457個 483個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　413株 普通株式　457株 普通株式　483株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
134,482円 142,632円 115,100円

行使請求期間
平成24年７月１日から

平成28年６月30日まで

平成25年９月１日から

平成29年８月31日まで

平成26年９月１日から

平成30年８月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る消却事由が発生していないこと

を条件とし、消却事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

＜後略＞
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（訂正後）

＜前略＞

（ｂ）ストックオプションによる株式価値の希薄化について

　当社はストックオプション制度を採用しております。同制度により発行された新株予約権による潜在株式数は平成24年

12月31日現在で合計4,350株となり、発行済株式数及び新株予約権による潜在株式数の合計の3.9％を占めております。こ

れらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また、今後

も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくことを検討しております。従いまし

て、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社グループの１株当たりの株式価値は希薄化する可能性が

あります。

当該制度の内容は次のとおりであります。　

項目 新株予約権② 新株予約権③ 新株予約権④

定時株主総会決議 平成16年３月30日 平成17年３月30日 平成18年３月30日

新株予約権の数(注)１ 60個 120個 378個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　1,200株 普通株式　600株 普通株式　378株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
10,000円 20,000円 779,196円

行使請求期間
平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使し

ようとする本新株予約権又は権利

者について新株予約権の要項に定

める取得事由が発生していないこ

とを条件とし、取得事由が生じた

新株予約権の行使は認められない

ものとする。ただし、取締役会が

特例として承認した場合はこの限

りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引

所に上場又は日本証券業協会に店

頭登録された場合に限り、新株予

約権を行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人が新株予約権を相

続するものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使し

ようとする本新株予約権又は権利

者について新株予約権の要項に定

める取得事由が発生していないこ

とを条件とし、取得事由が生じた

新株予約権の行使は認められない

ものとする。ただし、取締役会が

特例として承認した場合はこの限

りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引

所に上場された場合に限り、新株

予約権を行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人が新株予約権を相

続するものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。
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項目 新株予約権⑤ 新株予約権⑥ 新株予約権⑦

定時株主総会決議 平成19年３月29日 平成20年３月28日 平成21年３月27日

新株予約権の数(注)１ 204個 260個 355個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　204株 普通株式　260株 普通株式　355株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
184,000円 109,027円 135,520円

行使請求期間
平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

項目 新株予約権⑧ 新株予約権⑨ 新株予約権⑩

定時株主総会決議 平成22年３月30日 平成23年３月29日 平成24年３月28日

新株予約権の数(注)１ 413個 457個 483個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　413株 普通株式　457株 普通株式　483株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
134,482円 142,632円 115,100円

行使請求期間
平成24年７月１日から

平成28年６月30日まで

平成25年９月１日から

平成29年８月31日まで

平成26年９月１日から

平成30年８月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者

について新株予約権の要項に定め

る取得事由が発生していないこと

を条件とし、取得事由が生じた新

株予約権の行使は認められないも

のとする。ただし、取締役会が特

例として承認した場合はこの限り

でない。

(２)相続権利者が死亡した場合、

権利者の相続人は新株予約権を相

続できない。

ただし、取締役会が特例として承

認した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、

又は担保に供することはできな

い。

＜後略＞
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．財政状態の分析

（訂正前）

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。また、この連結財務諸表作成にあたり必要と思われる会計上の見積りについては、合理的な基準に基づ

いて実施しております。財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりです。なお、本項に記載した将来に関する事

項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであり、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性が

あります。

（１）流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は前連結会計年度末から2,236,038千円増加し7,523,488千円となりま

した。主な増加要因は、現金及び預金が1,068,853千円増加、売掛金が726,284千円増加、有価証券が410,491千円

増加したことによります。

（２）固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は前連結会計年度末から203,396千円減少し2,151,678千円となりまし

た。主な減少要因は、投資有価証券が291,798千円減少したことによります。

＜後略＞

　

（訂正後）

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。また、この連結財務諸表作成にあたり必要と思われる会計上の見積りについては、合理的な基準に基づ

いて実施しております。財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりです。なお、本項に記載した将来に関する事

項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであり、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性が

あります。

（１）流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は前連結会計年度末から2,136,038千円増加し7,423,488千円となりま

した。主な増加要因は、現金及び預金が968,853千円増加、売掛金が726,284千円増加、有価証券が410,491千円増

加したことによります。

（２）固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は前連結会計年度末から103,396千円減少し2,251,678千円となりまし

た。主な減少要因は、投資有価証券が291,798千円減少したことによります。

＜後略＞
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（２）【新株予約権等の状況】

（訂正前）

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成16年３月30日の定時株主総会決議により平成16年12月22日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 60　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,200（注）１,４,５ 120,000（注）１,４,５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000（注）５ 100（注）５

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 10,000（注）５

資本組入額　　5,000（注）５

発行価格　　 　100（注）５

資本組入額　　　50（注）５　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１日改

正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く）をするときは、次の算式により

発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権（その権利行使により発

行される株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。）を発行する場合についても、これに準じて行使価額

は調整されます。

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の子会社、関係会社の取締役、監

査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由のある場合はこの限りでない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を行使

することができる。

④その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。
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(2）新株予約権の消却

　新株予約権者が権利行使をする前に、当社ならびに子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

　新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権利

を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成17年３月９日付けで１株を４株、平成18年３月１日付けで１株を５株、平成25年１月１日付けで１株を

100株の割合をもって株式の分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金

額、発行価格及び資本組入額は調整後の数を記載しております。

（平成17年３月30日の定時株主総会決議により平成17年４月20日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 120　（注）３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　600（注）１,３,４ 60,000（注）１,３,４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　20,000（注）４ 200（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 20,000（注）４

資本組入額　 10,000（注）４

発行価格　　 　200（注）４

資本組入額　 　100（注）４　

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

　当社が完全子会社となる株

式交換又は株式移転を行う場

合は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

　同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の行使の条件

①取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の

子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場された場合に限り、新株予約権を行使することができ

る。

④その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2) 新株予約権の消却

　取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、新株予約権者が権利行使をする前に、当

社又は当社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位喪失により新株予約権を行使で

きなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

(3) 新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。
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３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権利

を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

４．平成18年３月１日付けで１株を５株、平成25年１月１日付けで１株を100株の割合をもって株式の分割を行っ

ており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の

数を記載しております。

　

（平成18年３月30日の定時株主総会決議により平成18年４月21日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 378　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　378（注）１,４ 37,800（注）１,４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　779,196 7,792

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　779,196

資本組入額　 389,598

発行価格　　　7,792（注）５

資本組入額　 3,896（注）５　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てます。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）をするとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新株式発行前１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の行使の条件

①取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の

子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員又は顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他取締役会が正当な理由のあると認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2) 新株予約権の消却

　新株予約権者が権利行使をする前に、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

EDINET提出書類

株式会社ファンコミュニケーションズ(E05533)

訂正有価証券報告書

10/21



(3) 新株予約権の譲渡制限

　新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権利

を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成25年１月１日付けで１株を100株の割合をもって株式の分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権

の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の数を記載しております。

　

＜中略＞

　

（平成24年３月28日の定時株主総会決議により平成24年８月24日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 483 （注）４ 　　　　　　　483 （注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　483（注）１,４ 　　　48,300（注）１,４，６

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　115,100 　　　　　　　1,151（注）６

新株予約権の行使期間
平成25年９月１日から

平成29年８月31日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）（注）５

発行価格　　157,903（注）５

資本組入額　 78,952（注）５

発行価格　　1,579（注）６

資本組入額　 790（注）６　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

＜後略＞
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（訂正後）

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成16年３月30日の定時株主総会決議により平成16年12月22日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 60　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,200（注）１,４,５ 120,000（注）１,４,５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000（注）５ 100（注）５

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 10,000（注）５

資本組入額　　5,000（注）５

発行価格　　 　100（注）５

資本組入額　　　50（注）５　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１日改

正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く）をするときは、次の算式により

発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権（その権利行使により発

行される株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。）を発行する場合についても、これに準じて行使価額

は調整されます。

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の子会社、関係会社の取締役、監

査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由のある場合はこの限りでない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を行使

することができる。

④その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の取得

　新株予約権者が権利行使をする前に、当社ならびに子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。
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(3）新株予約権の譲渡制限

　新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権利

を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成17年３月９日付けで１株を４株、平成18年３月１日付けで１株を５株、平成25年１月１日付けで１株を

100株の割合をもって株式の分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金

額、発行価格及び資本組入額は調整後の数を記載しております。

（平成17年３月30日の定時株主総会決議により平成17年４月20日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 120　（注）３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　600（注）１,３,４ 60,000（注）１,３,４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　20,000（注）４ 200（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 20,000（注）４

資本組入額　 10,000（注）４

発行価格　　 　200（注）４

資本組入額　 　100（注）４　

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

　当社が完全子会社となる株

式交換又は株式移転を行う場

合は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

　同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の行使の条件

①取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の

子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場された場合に限り、新株予約権を行使することができ

る。

④その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2) 新株予約権の取得

　取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、新株予約権者が権利行使をする前に、当

社又は当社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位喪失により新株予約権を行使で

きなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。

(3) 新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権利

を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。
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４．平成18年３月１日付けで１株を５株、平成25年１月１日付けで１株を100株の割合をもって株式の分割を行っ

ており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の

数を記載しております。

　

（平成18年３月30日の定時株主総会決議により平成18年４月21日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 378　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　378（注）１,４ 37,800（注）１,４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　779,196 7,792

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　779,196

資本組入額　 389,598

発行価格　　　7,792（注）５

資本組入額　 3,896（注）５　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てます。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）をするとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新株式発行前１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の行使の条件

①取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の

子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員又は顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他取締役会が正当な理由のあると認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2) 新株予約権の取得

　新株予約権者が権利行使をする前に、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。

(3) 新株予約権の譲渡制限

　新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。
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４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権利

を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成25年１月１日付けで１株を100株の割合をもって株式の分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権

の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の数を記載しております。

　

＜中略＞

　

（平成24年３月28日の定時株主総会決議により平成24年８月24日発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） 483 （注）４ 　　　　　　　483 （注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　483（注）１,４ 　　　48,300（注）１,４，６

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　115,100 　　　　　　　1,151（注）６

新株予約権の行使期間
平成26年９月１日から

平成30年８月31日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）（注）５

発行価格　　157,903（注）５

資本組入額　 78,952（注）５

発行価格　　1,579（注）６

資本組入額　 790（注）６　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

＜後略＞
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（７）【大株主の状況】

（訂正前）

平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

柳澤安慶 神奈川県川崎市高津区 35,740 33.16

株式会社ファンコミュニケー

ションズ
東京都渋谷区渋谷１－１－８ 14,239 13.20

楽天株式会社 東京都品川区東品川４－１２－３ 5,779 5.36

アール・シー・ワイ・ブラ

ザーズ株式会社
神奈川県横浜市中区山下町１０４－１２ 3,994 3.71

松本洋志 神奈川県横浜市栄区 3,162 2.93

張力牧 東京都世田谷区 2,796 2.59

内田徹 大阪府堺市西区 2,442 2.27

野村信託銀行株式会社（投信

口）
東京都千代田区 1,916 1.78

杉山紳一郎 東京都港区 1,815 1.68

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－１１ 1,638 1.52

計 － 73,521 68.21

　（注）上記の野村信託銀行株式会社（投信口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,916株であり、その内

訳は投資信託設定分1,916株であります。また、上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の

所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,613株であり、その内訳は投資信託設定分1,268株、年金信託設定分

345株となっております。　

　

（訂正後）

平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

柳澤安慶 東京都目黒区 35,740 33.16

株式会社ファンコミュニケー

ションズ
東京都渋谷区渋谷１－１－８ 14,239 13.20

楽天株式会社 東京都品川区東品川４－１２－３ 5,779 5.36

アール・シー・ワイ・ブラ

ザーズ株式会社
神奈川県横浜市中区山下町１０４－１２ 3,994 3.71

松本洋志 神奈川県横浜市栄区 3,162 2.93

張力牧 東京都世田谷区 2,796 2.59

内田徹 大阪府堺市西区 2,442 2.27

野村信託銀行株式会社（投信

口）
東京都千代田区 1,916 1.78

杉山紳一郎 東京都港区 1,815 1.68

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－１１ 1,638 1.52

計 － 73,521 68.21

　（注）上記の野村信託銀行株式会社（投信口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,916株であり、その内

訳は投資信託設定分1,916株であります。また、上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の
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所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,613株であり、その内訳は投資信託設定分1,268株、年金信託設定分

345株となっております。　

　

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

④役員の報酬等

（訂正前）

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）　

　報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員

数　

　（人）

基本報

酬　　

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

　取締役

（社外取締役を除く）　
　66,738 　65,400 1,338 －　 　－ 5

　監査役

（社外監査役を除く）　
　－ －　 　－ 　－ 　－ －

　社外役員 　12,180 　12,180 － 　－ － 3

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成12年３月27日開催の第１回定時株主総会において年額180百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）、また、別枠で平成23年３月29日開催の第12回定時株主総会

においてストック・オプション報酬額として年額９百万円以内と決議いただいております。

　　　２．監査役の報酬限度額は、平成12年３月27日開催の第１回定時株主総会において年額20百万円以内と決

議いただいております。

　

（訂正後）

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）　

　報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員

数　

　（人）

基本報

酬　　

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

　取締役

（社外取締役を除く）　
　66,869 　65,400 1,469 －　 　－ 5

　監査役

（社外監査役を除く）　
　－ －　 　－ 　－ 　－ －

　社外役員 　12,180 　12,180 － 　－ － 3

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成12年３月27日開催の第１回定時株主総会において年額180百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）、また、別枠で平成23年３月29日開催の第12回定時株主総会

においてストック・オプション報酬額として年額９百万円以内と決議いただいております。

　　　２．監査役の報酬限度額は、平成12年３月27日開催の第１回定時株主総会において年額20百万円以内と決

議いただいております。
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第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（ストック・オプション等関係）

（訂正前）

＜前略＞

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　当連結会計年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）　

(1）ストック・オプションの内容

　 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

　
平成15年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成16年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成17年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成18年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　　　４名

当社従業員　　　　15名　

当社取締役　　　　３名

当社従業員　　　　26名　

当社取締役　　　　　６名

当社監査役　　　　　２名

当社従業員　　　　　51名

重要取引先及び顧問　６名

当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　85名　

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　12,000株 普通株式　3,880株 普通株式　2,180株 普通株式　922株

付与日 平成16年３月10日 平成16年12月22日 平成17年４月20日 平成18年４月21日

権利確定条件

　権利行使日において、当

社又は当社の子会社の取締

役又は従業員の地位にある

こと。

　権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

　取締役、監査役、従業員

として新株予約権の割当を

受けたものは、権利行使日

において、当社、当社の子

会社又は関係会社の取締

役、監査役、従業員又は顧

問の地位にあること。

権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

対象勤務期間

(注２)

平成16年４月１日から

平成21年３月31日まで

平成16年12月22日から

平成21年３月31日まで

平成17年４月20日から

平成21年３月31日まで

平成18年４月21日から

平成23年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで
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　 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

　
平成19年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成20年３月
定時株主総会決議
ストックオプション　

平成21年３月
定時株主総会決議
ストックオプション　

平成22年３月
定時株主総会決議
ストックオプション　

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　91名　

当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　71名　

当社取締役　　　　４名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　76名　

当社取締役　　　　４名

当社従業員　　　　96名　

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　395株 普通株式　399株 普通株式　467株 普通株式　500株

付与日 平成19年６月20日 平成20年６月20日 平成21年６月19日 平成22年６月18日

権利確定条件

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役として付与を受け

た者については、権利行使

時において、当社の取締役

又は監査役であること。従

業員として付与を受けた者

については、権利行使時に

おいて当社、当社の子会社

又は関連会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地

位にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成19年６月20日から

平成21年３月31日まで

平成20年６月20日から

平成22年３月31日まで

平成21年６月19日から

平成23年３月31日まで

平成22年６月18日から

平成24年６月30日まで

権利行使期間

(注２)

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

平成24年７月１日から

平成28年６月30日まで

　 提出会社 提出会社 ㈱エイトクロップス

　
平成23年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成24年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成23年９月
臨時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　　　４名

当社従業員 　　　110名　

当社取締役　　　　３名

当社従業員 　　　114名　

同社取締役　２名

同社従業員 １名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　499株 普通株式　490株 普通株式　270株

付与日 平成23年８月19日 平成24年８月24日 平成23年９月14日

権利確定条件

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　権利行使時において同社

の取締役又は従業員の地位

にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成23年８月19日から

平成25年８月31日まで

平成24年８月24日から

平成26年８月31日まで

平成23年９月14日から

平成25年９月30日まで

権利行使期間

(注２)

平成25年９月１日から

平成29年８月31日まで

平成26年９月１日から

平成30年８月31日まで

平成25年10月１日から

平成30年９月30日まで

　

＜後略＞
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（訂正後）

＜前略＞

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　当連結会計年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）　

(1）ストック・オプションの内容

　 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

　
平成15年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成16年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成17年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成18年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　　　４名

当社従業員　　　　15名　

当社取締役　　　　３名

当社従業員　　　　26名　

当社取締役　　　　　６名

当社監査役　　　　　２名

当社従業員　　　　　51名

重要取引先及び顧問　６名

当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　85名　

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　12,000株 普通株式　3,880株 普通株式　2,180株 普通株式　922株

付与日 平成16年３月10日 平成16年12月22日 平成17年４月20日 平成18年４月21日

権利確定条件

　権利行使日において、当

社又は当社の子会社の取締

役又は従業員の地位にある

こと。

　権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

　取締役、監査役、従業員

として新株予約権の割当を

受けたものは、権利行使日

において、当社、当社の子

会社又は関係会社の取締

役、監査役、従業員又は顧

問の地位にあること。

権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

対象勤務期間

(注２)

平成16年３月10日から

平成21年３月31日まで

平成16年12月22日から

平成21年３月31日まで

平成17年４月20日から

平成21年３月31日まで

平成18年４月21日から

平成23年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

　 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

　
平成19年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成20年３月
定時株主総会決議
ストックオプション　

平成21年３月
定時株主総会決議
ストックオプション　

平成22年３月
定時株主総会決議
ストックオプション　

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　91名　

当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　71名　

当社取締役　　　　４名

当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　　76名　

当社取締役　　　　４名

当社従業員　　　　96名　

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　395株 普通株式　399株 普通株式　467株 普通株式　500株

付与日 平成19年６月20日 平成20年６月20日 平成21年６月19日 平成22年６月18日

権利確定条件

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役として付与を受け

た者については、権利行使

時において、当社の取締役

又は監査役であること。従

業員として付与を受けた者

については、権利行使時に

おいて当社、当社の子会社

又は関連会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地

位にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成19年６月20日から

平成21年３月31日まで

平成20年６月20日から

平成22年３月31日まで

平成21年６月19日から

平成23年３月31日まで

平成22年６月18日から

平成24年６月30日まで

権利行使期間

(注２)

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

平成24年７月１日から

平成28年６月30日まで
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　 提出会社 提出会社 ㈱エイトクロップス

　
平成23年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成24年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成23年９月
臨時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　　　４名

当社従業員 　　　110名　

当社取締役　　　　３名

当社従業員 　　　114名　

同社取締役　２名

同社従業員 １名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　499株 普通株式　490株 普通株式　270株

付与日 平成23年８月19日 平成24年８月24日 平成23年９月14日

権利確定条件

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として

付与を受けた者について

は、権利行使時において、

当社の取締役又は監査役で

あること。従業員として付

与を受けた者については、

権利行使時において当社、

当社の子会社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあるこ

と。

　権利行使時において同社

の取締役又は従業員の地位

にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成23年８月19日から

平成25年８月31日まで

平成24年８月24日から

平成26年８月31日まで

平成23年９月14日から

平成25年９月30日まで

権利行使期間

(注２)

平成25年９月１日から

平成29年８月31日まで

平成26年９月１日から

平成30年８月31日まで

平成25年10月１日から

平成30年９月30日まで

　

＜後略＞
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